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サービス管理責任者等に係る研修について

資料１６



研修課程 目的・内容 受講対象者

基礎研修
（４日間）

実践研修の受講資格の取得 一定の実務経験※を有する者
※従事するための実務経験マイナス２年の時点から受講可

１ 研修過程と受講対象者
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研修課程 目的・内容 受講対象者

実践研修
（２日間）

サービス管理責任者・児童発
達支援管理責任者の資格取得

基礎研修を修了後、実践研修の受講前５年以
内に２年間以上の相談支援業務又は直接支援
業務の実務経験がある者
ただし、例外的に、６カ月間以上のＯＪＴに
従事することで受講可能な場合もあります。
※後ほど「４ 制度改正」で御説明

研修課程 目的・内容 受講対象者

更新研修
（１日間）

資格の更新
（５年度ごとに繰り返し）

①実践研修の修了者 又は
②平成３０年度までの旧研修の修了者

原則、２年間以上の実務経験

５年度ごと
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実務経験について

（厚生労働省告示）

• 指定障害福祉サービスの提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大臣が定めるもの（平成１８

年９月２９日厚生労働省告示第５４４号）

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=83aa8498&dataType=0&pageNo=1

• 障害児通所支援又は障害児入所支援の提供の管理を行う者としてこども家庭庁長官が定めるもの（平成

２４年３月３１日厚生労働省告示第２３０号）

• https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=82ab2794&dataType=0&pageNo=1

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者として従事するための実務経験とし

て算定できる事業・施設等は、厚生労働省・こども家庭庁告示に定められたものが

対象です。

（例）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第五条第十一項に規定す

る障害者支援施設、児童福祉法第六条の二の二第一項に規定する障害児通所支援事業 など

ご自身の職歴がいずれの事業・施設等に当たるかご不明な場合は、従事している
（していた）事業所等の管理者等へお尋ねください。

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=83aa8498&dataType=0&pageNo=1
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=82ab2794&dataType=0&pageNo=1
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サービス管理責任者として従事するための実務経験要件

出展：厚生労働省「令和４年度 サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者指導者養成研修」
http://www.rehab.go.jp/College/japanese/kenshu/2022/servicekanri_siryou.html
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児童発達支援管理責任者として従事するための実務経験要件

出展：厚生労働省「令和４年度 サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者指導者養成研修」
http://www.rehab.go.jp/College/japanese/kenshu/2022/servicekanri_siryou.html
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２ 基礎研修のみ修了した者の取り扱い

基礎研修は実践研修の受講資格を取得するための研修です。
実践研修まで修了しなければ、サービス管理責任者・児童発達支援
管理責任者として従事できません。

（例外１）
令和４年３月３１日までに基礎研修を修了し、かつ、サービス管理責任
者・児童発達支援管理責任者として従事するための実務経験を有している
場合（基礎研修の修了日から３年以内に限ります。）

（例外２）
正式なサービス管理責任者・児童発達支援管理責任者が同じ事業所等に配
置されている場合

（例外３）
やむを得ない事由によりサービス管理責任者等が欠いた事業所について、
基礎研修修了者が一定の要件を充足した場合（最長でサービス管理責任者等が
欠いた日から２年間）
【やむを得ない事由による措置でサビ管等を配置する場合は、事前に指定権者へ相
談すること】

※後ほど「４ 制度改正」で御説明
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３ 宮城県における研修実施主体

（１）宮城県による研修（社会福祉法人宮城県社会福祉協議会に委託）

基礎研修、実践研修、更新研修を実施

（２）指定研修事業者による研修

実施事業者：株式会社中川（東北福祉カレッジ）

基礎研修、実践研修、更新研修を実施

※開催スケジュールは、各実施主体のホームページ等でご確認ください。
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４ 制度改正

（１）実践研修の受講に係る実務経験（OJT）について

現行制度上、実践研修受講に必要な実務経験は、基礎研修修了後「２

年以上」としているが、これを原則として維持しつつ、一定の要件を充

足した場合には、例外的に「６月以上」で受講を可能とする。

（２）やむを得ない事由による措置ついて

やむを得ない事由によりサービス管理責任者等が欠いた事業所につい

て、現行制度上、１年間は実務経験を有する者をサービス管理責任者等

とみなして配置可能であるが、これに加え、当該者が一定の要件を充足

した場合については、実践研修修了までの最長２年間はサービス管理責

任者等とみなして配置可能とする。

令和５年６月３０日に

サービス管理責任者等研修の制度が一部改正されました
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